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本日の論点

 本日は、第１回の本小委員会における委員等のご意見を踏まえつつ、電力ネットワー
ク（NW）改革全般について議論する前提としての「基本的な考え方」について、ご議
論いただきたい。

 その際、NW事業の特性や電力システム改革における議論も踏まえつつ、最近のNW
を取り巻く構造的変化にも対応していくことを念頭に置くべきではないか。

 その上で、本小委における主要なアジェンダである「系統形成の在り方」、「費用負担の
在り方」、「託送制度改革の在り方」、さらには配電分野・需要分野を中心とした「次世
代型ＮＷへの転換に対応した制度の在り方」につき、議論の進め方・論点案をご議論
いただいてはどうか。

 なお、この議論における参考材料として、我が国におけるこれまでの制度の変遷や、諸外
国における制度や取組等の紹介を行いたい。



１．NW改革の基本的考え方
（１）NW事業の特性と電力システム改革
（２）電力ネットワーク改革にあたっての

基本的視座（案）
２．系統形成の在り方
３．費用負担の在り方
４．託送制度の在り方
５．「次世代型NWへの転換」に対応した制度の

在り方
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（参考）電力システム改革の議論における送配電部門の中立化の議論
 「発送電分離」は、系統利用者の多様化や小売全面自由化に対応し、送配電部門の

一層の中立性を確保するために措置された。
＜電力システム改革専門委員会報告書（2013年２月）＞（抜粋）
IV.送配電の広域化・中立化
２．送配電部門の中立性確保の必要性
（前略）
今後、小売全面自由化等の改革を進めていく中では、垂直一貫体制やこれまでの送配電部門の中立性確保策を前提とせず、以
下のような理由から、送配電部門について一層の中立化を行う制度上の措置を講じることが必要である。
（１）系統利用者の多様化に応じた「公平性・中立性」の確保
（前略）
このように送配電部門について引き続き地域独占等の制度を残した上で、発電・小売分野での多様化・自由化を行うためには、
様々な事業者が送配電網を利用できるよう、送配電網の中立的な運営が必要となる。特に、再生可能エネルギーの導入拡大が
進められていく中では、送電線に接続するための系統情報の公表や系統アクセスルールの運用において多様な発電事業者が公平
に扱われるよう、送配電部門の公平性や透明性を更に高めることが重要である。また、これまで段階的に小売自由化を進めてきたに
もかかわらず、一般電気事業者によるエリアを越えた供給は１件しか実績が無い。小売分野でエリアを越えた競争が行われるために
は、競争力のある価格や顧客獲得の努力に加え、送配電網への公平なアクセスが保証されていることが重要である。
（２）小売全面自由化に向けた競争環境の整備
小売市場において適正な価格形成が行われるためには、小売事業者間で活発な競争が生じることが不可欠である。小売全面

自由化後は、価格交渉力の弱い家庭部門も含めて料金規制が撤廃されることとなるため、この点の重要性が一層増すこととなる。部
分自由化を進めたこの10数年間、競争が十分進まなかったという反省を踏まえると、実質的な競争が行われるよう、送配電部門
の中立性確保のための最大限の対応を行うことが不可欠である。
（３）需給調整における多様な電源の活用
（前略）
今後、多様な電源が活用され、また発電事業者同士の競争が進展することも想定すると、現在のように、特定の一般電気事業者
が「自社電源を主体に系統全体の需給バランスを維持する」仕組みに代え、電源保有者の区別なく中立的に運用される仕組みを
早期に構築することが必要である。
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（参考）一般送配電事業者に対する料金等の規制

電気事業法（昭和39年7月11日法律第170号）
（託送供給等約款）
第十八条 一般送配電事業者は、その供給区域における託送供給及び電力
量調整供給（以下この条において「託送供給等」という。）に係る料金その他の
供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、託送供給等約款を定
め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするとき
も、同様とする。
２（略）
３ 経済産業大臣は、第一項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合して
いると認めるときは、同項の認可をしなければならない。
一 料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたも
のであること。
二 第一項の認可の申請に係る託送供給等約款により電気の供給を受ける者
が託送供給等を受けることを著しく困難にするおそれがないこと。
三 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていること。
四 一般送配電事業者及び第一項の認可の申請に係る託送供給等約款によ
り電気の供給を受ける者の責任に関する事項並びに電気計器及び工事に関す
る費用の負担の方法が適正かつ明確に定められていること。
五 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。
六 前各号に掲げるもののほか、公共の利益の増進に支障がないこと。
４～（略）

＜日本の託送料金規制プロセス＞

一般送配
電事業者

➀上げ認可
or

下げ届出
経済産業

大臣

②原価算定期間3年で原価算定

③託送料金単価設定

超過利潤累積額が一定の水準
を超過するか、想定単価と実績単価の乖離率が

一定比率を超過した場合

④規制機関による事後評価（毎年）

値下げ変更命令発動
（再度原価算定へ）

 日本の託送料金については電気事業法により原則認可制となっており、効率的な系統形成を担
保している。

 また、毎年、規制機関（電力・ガス取引監視等委員会）による事後評価を行っており、一定の
要件を満たした場合には経済産業大臣より値下げ変更命令が発動することとなっている。
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「系統形成の在り方」に係る検討の進め方・論点（案）
 再生可能エネルギーの大量導入、レジリエンスの強化、老朽化等に対応して、「次世代
型の系統形成」を進展させることが必要。この際、これまで取組を進めてきたコネクト＆
マネージ等の系統活用の手法を適用させることで、系統に対する投資の費用対効果
を最大化させることも重要。

 「次世代型の系統形成」を検討にあたっては、例えば下記の論点についても念頭に置く
ことが必要。

 洋上風力発電のように立地制約があるため計画・開発の初期段階では事業化の予
見性を担保しにくい電源の計画的な導入

 老朽化対策を行う際に、無電柱化といった災害に強いインフラへの転換を推進
 EV普及に伴う急速充電ステーションの設置や大規模な電力需要を持つデータセン
ターの設置等、新たな電力需要への対応

 住宅用太陽光の普及等に伴い、電気の流れの双方向化にも対応した系統形成
 接続されるプレーヤーや系統形成ニーズの多様化が進展する中、これらのニーズに対

応しつつ効率的な系統投資を行うための系統形成ルールの在り方を検討すべきではな
いか。この際、国民負担や安定供給とバランスを取るための規律の在り方についても検
討が必要ではないか。

 こういった一般的なルールの在り方に加えて、北本連系線の増強について、電力広域
機関での技術的検討を踏まえ、本小委員会において方向性を御議論いただきたい。
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（参考）洋上風力発電に係る系統形成
 再エネ海域利用法第８条第１項第４号で、促進区域の指定基準として、発電設備と電気事業者が

維持し、及び運用する電線路との電気的な接続が適切に確保されることが見込まれること（系統
接続の見込みがあること）が定められているところ、関係審議会において、洋上風力発電事業実
施に係る将来的なネットワーク形成の在り方については、本小委員会の検討と整合的に検討して
いく必要がある旨整理。

総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会洋上風力促進
ワーキンググループ 交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会 合同会議 中間整理（2019年3月）抜粋（一部加工）

Ⅲ．促進区域の指定
Ⅲ－１ 促進区域の指定の基準
４．発電設備と電気事業者が維持し、及び運用する電線路との電気的な接続が適切に確保されることが見込まれること（4号）

（１）考え方

洋上風力発電事業の実施のためには、当該区域において送電可能な系統容量が確保されている必要がある。促進区域に

指定しようとしている区域において、事業者等が想定される発電事業の規模につき十分な系統容量を既に確保しており、当

該系統について事業者等が希望する場合には、当該系統を促進区域の指定後の公募に活用することが可能である。

なお、一部の委員からは、当面はやむを得ないとしても、将来的には、事業者の確保している系統を利用するだけでなく、

あらかじめ国で系統を確保するといった方策を検討すべきであるとの意見があった。将来的なネットワーク形成の在り方につ

いては、再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会において、本法の成立を契機に、国民負担抑制の

観点から、発電コストと系統コストのトータルでの最小・最適化を目指す中で、再生可能エネルギーの大量導入に向けて、再

エネの規模・特性に応じた系統形成を進めるため、費用負担の在り方も含め、具体的な方策を検討していく必要があるとの提

言がされ、これを受けて、脱炭素化社会に向けた電力レジリエンス小委員会において検討が開始されたところであり、こうした

内容とも整合的に検討していくことが必要である。
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（参考）レジリエンスから見た無電柱化の必要性
 電線類を地中化することにより、地震や台風などの自然災害が発生した場合の停電を伴う被害が

小さくなる利点があり、電力の安定供給（防災対策）の観点からも重要。

架空線 地中線

支持物折損・
焼損の数

架空線全体
に対する割合

ケーブル
供給事故数

地中線全体
に対する割合

震度７地域 2,724基 10.3% 153条 4.7%

震度６地域 1,801基 0.6% 43条 0.3%

【地震時の供給支障被害の数】

○阪神淡路大震災

→ 地中線の方が事故が少ない傾向
ただし、仮復旧時間・費用については長期・高額化の傾向

（出所）電気設備防災対策検討会報告資料

【昨年の台風による停電被害】
→  飛来物、倒木等の影響で電柱倒壊等多くの設備被

害が発生
○台風21号

日時 10月1日
1時

10月1日
13時

10月2日
1時

10月6日
17時

停電戸数 約102万戸 約63万戸 約29万戸 停電解消

＜関西電力管内の停電戸数の推移＞

○台風24号
＜中部電力管内の停電戸数の推移＞

日時 9月4日
21時

9月5日
9時

9月5日
21時

9月20日
18時

停電戸数 約170万戸 約58万戸 約34万戸 停電解消

大阪府東大阪市 静岡県湖西市
（出所）第1回電力レジリエンスWG 資料6 24

＜被害状況の比較＞

架空線 地中線

仮復旧作業
時間

折損柱の地際での補強
（60分/本分）

仮設架空線の敷設
（4時間程度/箇所）

復旧作業
時間

本柱新設・機器移設等
（210分程度/本）

管路長にわたる地中の掘削・
管路の取換え等

復旧費用 2～3千万円/km 4～5億円程度/km

＜復旧作業の比較＞

（出所）第1回脱炭素化社会に向けた電力レジリエン
ス小委員会（平成31年2月21日） 資料３
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「費用負担の在り方」に係る検討の進め方・論点（案）

 「次世代型の系統形成」を進めるにあたっては、費用負担の在り方についても検討を深
めることが必要。

 この際、その系統形成によって生まれる効果（安定供給強化、広域メリットオーダーに
よる取引活性化、再エネ大量導入への寄与の大きく３点が想定される）を踏まえた
費用負担の在り方を検討することが必要ではないか。

 加えて、第一回の小委で多くの委員から指摘のあった、再エネ主力電源化に伴って発生
し得る費用負担の地域偏在性についても、その具体的な解消策について検討すること
が必要ではないか。

 また、発電事業者もNWコストを意識した事業展開を行うための費用負担の在り方と
して、電取委において検討が進められている「発電側基本料金等」についても、全体の
議論の中に位置付けるべきではないか。

 国民負担を抑制しつつ系統形成を進めるためには、例えば連系線制約によって生じて
いる値差収入についても、その具体的な活用策を検討すべきではないか。







 新たな電源を接続する時の系統費用負担の各国の考え方は、概ね以下のような方式に分類できる。
① 必要な送電網と既存系統の増強費用の全てを発電事業者が負担する方式
② 必要な送電網に加え、既存系統の増強費用の一部を発電事業者が負担する方式
③ 全ての系統増強費用を発電事業者ではなく電気料金を通じて利用者が負担する方式

 再エネの導入拡大と国民負担の抑制を両立させるためには、発電コストと系統コストのトータルコストが最小と
なる地域への立地を促す必要あり。系統コストを発電事業者に適切に求めなければ、発電コストは安いが、系
統コストが高い地域に発電所の立地が集中し、国民負担増大の恐れ（発電事業者の利益は拡大）。

（参考）各国の系統費用負担の考え方

基本的考え方 主な採用国

①発電事業者負担 スウェーデン、セルビア

②一部を発電事業者負担 日本、英国、アイルランド、スペイン、フランス、
オランダ、ベルギー、ノルウェー、フィンランド、
オーストリア、チェコ、ポーランド

③利用者負担 ドイツ、デンマーク、ポルトガル

系統増強費用の考え方（日欧各国比較）

33（出所）電力・ガス取引等監視委員会「 第３回 送配電網の維持・
運用費用の 負担の在り方検討ＷＧ 」資料をもとに作成
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（参考）我が国における連系線の費用負担①これまでの変遷
＜震災以前の費用負担決定方法＞
 東日本大震災後に各種制度整備がなされるまでは、建設目的・利用度合等を勘案して受益す
る電力会社間の協議により費用の負担割合を決定（電力系統利用協議会（ESCJ）設立後
は、費用負担割合の決定方法について一定のルールを策定したが、詳細は協議で決定）。

＜震災以後の費用負担決定方法＞
 下記4つのプロセスが進展。後者２つは、費用負担ガイドラインの策定、電事法改正等に基づく

連系線増強プロセスの整備（国、広域機関、事業者からの３つの提起パターンと広域機関によ
る広域系統整備計画の策定等）を踏まえて負担割合を決定。

連系線(万kW) 費用負担者 負担の考え方
新北本増強
（60⇒90）

一般負担
（北海道）

ESCJの下、電力会社間の協議。主に北海道エリアの安定供給確保の
観点から、北海道電力が全額負担。

FC増強①
（120⇒210）

9社の一般負担 ESCJの下、電力会社間の協議。安定供給確保、取引活性化等の観点
から９社負担とし、受益に応じて負担割合を決定。

FC増強②
（210⇒300）

9社の一般負担 広域系統整備計画において、広域的な安定供給確保の観点から、９エ
リアの受益に応じて負担割合を決定。

東京東北間増強 特定負担と一般負担
（東北、東京）

広域系統整備計画において、費用負担ガイドライン及び送配電等業務
指針を基に受益者を確定（発電事業者からの提起であることを踏まえ、
特定負担と一般負担を整理）し、受益に応じて負担割合を決定。











１．NW改革の基本的考え方
２．系統形成の在り方
３．費用負担の在り方
４．託送制度の在り方
５．「次世代型NWへの転換」に対応した制度の

在り方
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「託送制度の在り方」に係る検討の進め方・論点（案）

 次世代型のネットワークに転換していくため、「効率化の徹底」と「必要な投資促進」を
両立させる託送制度の在り方について検討していくことが必要ではないか。

 この際、電力システム改革を推進し、さらには再エネ大量導入等の課題に対応した託送
制度の改革を先行して進めている欧米の先進事例を参考にしてはどうか。

 ただし、欧米の先進事例を参考に制度設計を検討するにあたっても、我が国のこれまで
の制度設計・運用等からの移行可能性等を踏まえつつ、課題・論点ごとに制度のメリッ
ト・デメリットを精緻に分析した上で、全体としての整合性が確保された制度を検討す
べきではないか。

 本日（第２回）の議論では、総括原価とプライス/レベニューキャップといった基本設計
の差異（及びそれらが相対化されつつある現状）含め、日本・イギリス・ドイツの制度
変遷及び現状の制度の比較を行いながら、「託送制度の在り方」を検討するにあたっ
ての基本的な考え方を整理し、次回以降の具体的な制度の方向性に係る議論に繋げ
てはどうか。

 また、「託送制度の在り方」を検討する中で、併せて、災害からの早期復旧を促す災害
対応の費用回収スキームの在り方や送配電事業者が確保する供給力・供給予備力・
調整力の費用回収の在り方についても検討してはどうか。



























１．NW改革の基本的考え方
２．系統形成の在り方
３．費用負担の在り方
４．託送制度の在り方
５．「次世代型NWへの転換」に対応した制度の

在り方
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「次世代型への転換」に対応した制度の在り方」に係る検討の進め方・論点（案）

 多数の分散リソース（太陽光､EV､DR等）が普及する中、デジタル技術でまとめて制
御が必要となり、結果として電気の流れが双方向化していくことが想定される。

 この結果、①NW事業の「価値」が「kWh」から「ｋW」や「⊿ｋW」に転換、②「広域化
する送電網」と「分散化する配電網」の機能分化、③外部リソースをNWに取り込むこと
で更なるコスト低減が可能等、NWが「次世代型に転換」していくことが想定される。

 この転換に対応し、電気事業に関連する様々な制度についても必要な変革を進めてい
くことが必要ではないか。

 この点については、これまでも電力・ガス基本政策小委員会、電力プラットフォーム研究
会、制度設計専門会合含め他の審議会等で検討が進められているところ（「データ活
用」、「電気の計量の在り方」、「インバランス料金制度の見直し」等）、これらの検討と
連携した議論を展開すべきではないか。

 こうした転換は、配電と需要サイドの重なる領域を中心に発生していることから、需要サ
イドの視点からの検討も必要ではないか。この際、例えば、①自由化時代における電気
料金の在り方、②電力レジリエンスWGにおいて指摘されたレジリエンス向上における需
要サイドの取組の可能性、③低炭素化に貢献し得る電化の意義といった論点も含め
た総合的な検討が必要ではないか。















 スマートメーターの普及によって、電力使用量のデータを用いた新しいサービスが生まれている。

（参考）スマートメーターデータを活用したサービス

・直近の一定期間（８週程度）の電気使用状況をモニタリングして導出した曜日ごとの平均使用パターンと比較し
て、電気が使用されていない場合を異常とみなし、離れて暮らす家族に通知する「異常通知サービス」や、家での電
力使用量の増加をとらえて家族の状況を知ることができる「電力使用通知サービス」を導入。

節電メニュー
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・AIによって、スマートメーターで計量する30分ごとの使用電力量と、施設近傍の気象情報や過去の運用等の情報
を組合せ、施設ごとの省エネに係る課題を抽出するサービス。

・抽出した課題については、発生時刻と状況説明、対策及び電気料金への影響をレポートする。

省エネ診断

・小売事業者が予め指定する日の最も需要が多い時間帯の節電実施状況に応じて電気料金を割引。
・具体的には、①節電実施日の平均使用電力量と、②節電実施日の前平日5日間のうち、11時～14時の使用電
力量が多い4日間の当該時間帯の平均使用電力量を比較し、節電した電力量に応じて電気料金を割引。

見守りサービス

（出所）各社ホームページ











 電力自由化から約3年が立ち、2016年４月時点で300者弱であった登録小売事業者
数はその後も増加し、2019年3月15日時点で583者となっている。

 こうした新規参入者の増加に伴い、料金メニューの類型も増加し、様々なサービスが登場し
ている。

・基本料金を0円とし、完全従量制の電気料金プランを提供。
家族世帯、店舗・事務所など、契約アンペア数が高く、電力使
用量の多い需要家に有利。

・消費者にとっての分かりやすさを重視し、一段階料金のメニュー
を提供。電気使用量の多い層がターゲット。

完全従量料金

一段階料金
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・一定時間帯の電気料金を無料にするプランを導入。基本料金
を2倍にするかわりに、特定の時間帯（例えば、朝6時～8時
や、夜19時～21時）の従量料金を無料に。

・消費者は、無料時間帯に洗濯機を回すなど、使い方次第で
電気代節約が期待できる。

・健康志向の高まりを背景に、歩いた歩数に応じて電気料金を
割り引くサービスが登場。例えば、1日1万歩のペースで歩くと、
年間の電気料金が大手電力より14%割安になる。

特定時間帯無料歩数連動割引

時間帯別料金
・家庭で電気をよく使用する夜間の時間帯（例えば、夜8時か
ら翌朝7時まで）で割安な料金を設定。

（出所）各社ホームページ

（参考）低圧電灯における料金メニューのプラン例





競争進展が進み、小売料金メニューの多様化や新たなサービス展開といった動きが進んで
いる中、最近では、需給バランス調整に資する取組も見られ始めている。

節電メニュー

・小売事業者が予め指定する日の最も需要が多い時間帯の節電実施状況に応じて電気料金を割引。
・具体的には、①節電実施日の平均使用電力量と、②節電実施日の前平日5日間のうち、11時～14時の使用電力量が多い4日
間の当該時間帯の平均使用電力量を比較し、節電した電力量に応じて電気料金を割引。【再掲】

・7～9月の平日特定時間（14～22時）における料金単価を割高にする代わりに、その他時間の料金を通常よりも割安にするこ
とで、平日日中の電力消費量の抑制を促す料金体系を設定。また、節電に協力できる参加者を募り、ランダムのグループに分類した
上で、最も節電量の高かったグループ全員にギフト券等を進呈するサービスを実施。

節電を促す取組

・夏の高需要期間中に自社需要家に買い物クーポン券を配布し、日中や夕方に商業施設で過ごすことを促すことにより、各家庭の電
力消費を抑制する取組を実施。

電力余剰時に電力需要を増やす取組

・電力余剰時における、再エネ出力制御以外の需給バランスを調整する手法として、売電先の大口需要家に割安な単価での電力供
給を提示し、生産計画の前倒しを求めることで、特定の時間帯の電力需要を創出する取組を実施。

（出所）各社ホームページ、新聞報道
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（参考）電力小売における需給バランス調整に資する取組














